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行財政構造改革のこれまでの実績について 

  令和２年６月 行財政改革推進室 

 
１ 改革の主な目標と進捗・実績（当初予算ベース） 

【改革期間】平成２９年度～令和３年度（５年間） 

改革の主な目標 進捗・実績 

収支均衡した持続可能な財政構造

への転換（令和３年度末） 

歳入と歳出のギャップは、着実に縮小 

（Ｈ29：▲116 億円 ⇒ Ｒ２：▲10 億円） 

財源調整用基金の残高を１００億

円以上に回復（改革期間中） 

財源調整用基金の残高は、着実に増加し、 

令和２年度末残高は、１００億円を上回る

額を確保する見込みを立てていたところ 

（Ｈ29：71 億円 ⇒ Ｒ２：111 億円） 

 

〈年度推移〉                                       (単位 億円) 
 

区  分 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 

 財源不足見込額          ａ  ▲１９２  ▲２６３  ▲２９２ ▲２７６ 

 改革の取組効果額        ｂ    １５３    ２７０    ３１０ ２９１ 

 うち臨時的・集中的な財源確保対策 ｃ     ７７      ６４      ５６ ２５ 

 収支（実質ベース）    ａ＋ｂ    ▲３９      ７      １８ １５ 

 
臨時的・集中的な財源確保対策除き 

         ａ＋ｂ－ｃ 
 ▲１１６    ▲５７    ▲３８ ▲１０ 

 

基金残高見込     ７１      ７８      ９６ １１１ 

 

２ 取組効果額（決算ベース）   
               （単位 億円）          

取組項目 Ｈ29年度 Ｈ30年度 

Ⅰ 歳出構造改革 ７９ １７３ 

 

 (1) 総人件費の縮減 １８ ４４ 

 (2) 事務事業の見直し  ７ １２ 

 (3) 公共投資等の適正化 ３ ７ 

 (4) 公債費の平準化 ５１ １１０ 

 (5) 公の施設の見直し ０ ０ 

Ⅱ 臨時的・集中的な財源確保対策 ８５ ５８ 

執行段階での節減等（前年度剰余金等） － ３７ 

合     計 １６４ ２６８ 

資料１ 
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≪参考≫ 各取組の実績（Ｈ29、30決算ベース合計） 
 

Ⅰ 歳出構造改革 

(1) 総人件費の縮減 …………… 取組効果額 6,249百万円 

 ◇ 定員削減  ▲365人（～Ｈ30：一般行政、教育、警察（一般職員）） 

 ◇ 給与水準の見直し（給与制度の総合的見直し、時間外勤務手当の縮減 等） 

 

 (2) 事務事業の見直し ………… 取組効果額 1,934百万円 

   「全事業の見直し」の実施（全事業の約７割となる888事業を見直し） 等 

 

 (3) 公共投資等の適正化 ……… 取組効果額 1,011百万円 

     国予算等の伸び率から地方負担ベースで年２％（Ｈ29～30：４％）抑制  等 

 

 (4) 公債費の平準化 …………… 取組効果額 16,072百万円 

   ３０年債の導入を推進 

 

 (5) 公の施設の見直し（令和元年度までの見直し公表施設） 

 ◇ 市への移管（１施設） 

おのだサッカー交流公園（Ｒ２年度末に市移管） 

◇ 運営手法の見直し（１８９施設） 

  ・指定管理者制度の導入 

山口きらら博記念公園（Ｈ31.４～）、身体障害者福祉センター（Ｈ31.４～） 

  ・ネーミングライツの導入 

維新百年記念公園（陸上競技場：Ｈ30.１～、スポーツ文化センター：Ｈ31.４～、テニス場：募集中） 

きらら浜自然観察公園（Ｈ31.４～） 

山口きらら博記念公園（多目的ドーム：Ｒ２.４～、水泳プール：募集中） 

  ・母子・父子福祉センターの総合保健会館への移転（Ｒ３.４～） 

・健康プラザ（健康づくりセンター）の多目的スペースへの用途変更（Ｒ３.４～） 

  ・経費節減・業務効率化等（大島防災センター、セミナーパーク、しごとセンター等） 

 

Ⅱ 臨時的・集中的な財源確保対策 

(1) 保有基金の取崩し …………… 取組効果額 7,092百万円 

   市町振興基金 7,000百万円、土地取得基金 92百万円 

 

 (2) 保有財産等の活用 …………… 取組効果額 3,245百万円 

    やまぐち産業振興財団基金の活用、特別会計余剰金の繰入、企業会計からの繰入 等 

 

(3) 未利用財産等の売却・貸付 … 取組効果額 2,159百万円 

    

 (4) 県税収入等の確保 …………… 取組効果額  552百万円 

   個人県民税の徴収対策強化、税外未収金対策の強化、ふるさと納税の確保・増収 等 

 

 (5) その他の財源補てん ………… 取組効果額 1,201百万円 

   物件費の執行留保（当初予算対比：▲10％） 


